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岐阜県新規経営体育成資金 Ｑ＆Ａ 

 

Ｑ１ 借入対象者はどうか 

Ａ１ 日本政策金融公庫の経営体育成強化資金を借り受けた方で、認定新規就農者又は農

業参入法人が対象となります。 

 

Ｑ２ 資金使途はどうか 

Ａ２ 就農開始に必要な前向きな事業資金です。 

   例えば、農地等の取得又は改良・造成、家畜の購入・育成資金、農機具等の取得、

農産物の加工等の施設の取得又は改良・造成があげられます。 

   なお、日本政策金融公庫の経営体育成強化資金のうち、前向き投資のための資金（経

営改善）とほぼ同じ使途としています。 

 

Ｑ３ 当資金を創設した意図はなにか 

Ａ３ 例えば、肉用牛の繁殖経営を新規に開始する場合、初期の設備投資に多額な資金を

要し、一定の収入を得るまで長い期間を要するケースが想定されます。 

一方、現在の新規就農者を対象とした資金は、日本政策金融公庫の青年等就農資金

がありますが、貸付限度額は 3,700万円（特認１億円）、償還期間は 12年となってい

ます。 

そのため、当資金は自己資金を持たない認定新規就農者等に対し、多額な資金を低

利で融資し、これを長期間で返済するものです。  

 

Ｑ４ 当資金の特徴はなにか 

Ａ４ 当資金は日本政策金融公庫の経営体育成強化資金を借り受けた方で、認定新規就農

者または農業参入法人が対象となります。（Ｑ１で掲載） 

しかし、日本政策金融公庫の経営体育成強化資金を借りる場合、融資率は 80％のた

め、自己資金 20％が必要となります。 

そのため、自己資金を持たない方に対し、当資金を融資することにより、経営体育

成強化資金と併せて１億 8,750万円まで借りることができ、償還期間は 25年、融資利

率は貸付当初 12年間についてゼロとなります。 

 

Ｑ５ 返済はどのようになるのか 

Ａ５ 年１回、２回、４回、６回、12回のうち、借り受けた方の収入の時期などを鑑み、

融資機関と相談して決めます。また、繰上償還をすることもできます。 
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Ｑ６ 取扱金融機関はどこか 

Ａ６ 岐阜県内の農業協同組合となります。 

 

Ｑ７ 保証人または担保は必要か 

Ａ７ 借受者の状況等により、融資機関である農業協同組合の定めによります。 

 

Ｑ８ 農業信用基金協会の保証は必要か 

Ａ８ 当資金を借りる場合は、原則として岐阜県農業信用基金協会の保証が必要となりま

す。なお、岐阜県農業信用基金協会の定める債務保証要綱によります。 

 

Ｑ９ 延滞が発生した場合の利子補給の取扱いはどうなるのか 

Ａ９ 利子補給の対象貸付額は、延滞額を除いたものとなります。（回数遅れ等が発生して

も、利子補給承認時の条件で算出した利子補給金の総額を超えないものとします。） 

なお、期限の利益を喪失した場合、繰上償還と同じ取扱いになります。 

 

Ｑ10 償還中に貸付利率（利子補給率）が変動した場合の取扱いはどうか 

Ａ10 利子補給率は、貸付時の基準金利を適用します。ただし、上限金利を 1.84%とし、    

また予算の範囲内とします。 

 

Ｑ11 金利改定により、利子補給承認日と貸付実行日の貸付利率が変動した場合の取扱いは

どうか 

Ａ11 貸付利率が引き下げられた場合は、引下げ後（貸付実行日）の貸付利率を適用しま

す。 

   貸付利率が引き上げられた場合は、原則として引上げ前の利率を適用します。引き

上げ後の利率で貸し付けしたい場合は、知事の変更承認が必要です。 

 

Ｑ12 県はどのような支援をしているのか 

Ａ12 県が農業協同組合に対し利子補給を行うことにより、借受者の金利はゼロとなると

ともに、債務保証を承諾する農業信用基金協会に対し一定の補助金を交付します。 

また、信用農業協同組合連合会が借受者に対し保証料助成を行うことにより、借受

者の保証料は実質ゼロとなります。 

さらに、本資金を借り受けた日本政策金融公庫の経営体育成強化資金の借受者に対

し、県が利子助成を行うことにより公庫資金に係る借受者の実質金利はゼロとなりま

す。 
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Ｑ13 融資枠の管理手法はどうか 

Ａ13 融資枠は農業経営課で管理し、融資枠を消化した時点で終了します。（金利が大きく

上昇した場合は融資枠の減や補正対応を行うなど別途協議） 

   融資枠の残枠については、執行状況に応じて適宜お知らせします。 

 

Ｑ14 償還期限 10年以内、据置期間３年以内、年２回払いの場合、例えば平成 29年９月１

日に貸し付けた場合の最終償還年月日はどうか 

Ａ14 次の図のとおりです。 

   据置期間：貸付実行日から第 1回償還日の半年前まで 

（年 12回払いの場合は 1月前まで） 

 

H29      H30    H31      H32        H33      H34       H35      H36     H37      H38     H39      

9/1 12/1  6/30   6/30     6/30 12/31 6/30     6/30      6/30     6/30     6/30     6/30    6/30      

                    

                    

貸付               第 1回  2  3   4   5  6   7   8   9   10  11  12 13 最終   

実行日                            償還                                償還  
据置期間（３年以内） 

                        

償還期限(10年以内) 

 

 

Ｑ15 資金管理は別段口座で行う必要があるか 

Ａ15 すべて無利息で運用する別段預金口座又は専用口座を通じて行います。 

 

Ｑ16 制度資金貸付利子補給システムを利用するのか 

Ａ16 システムは利用しません。 

 


